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2013 2014 2015 2016（予想）
アルゼンチン 51 56 43 45
オーストラリア 163 151 170 175
ベラルーシ 140 167 178 205
ＥＵ 787 721 719 790
ニュージーランド 277 278 327 330
アメリカ 316 368 317 275
その他 107 68 56 58
合計 1,841 1,809 1,810 1,878
出典：Dairy： World Markets and Trade　より作成
表 3 　チーズの輸入量（千トン）
2013 2014 2015 2016（予想）
オーストラリア 69 80 89 100
日本 236 232 249 250
韓国 85 97 110 120
メキシコ 103 99 116 125
ロシア 463 349 214 235
アメリカ 113 127 157 168
その他 205 201 184 189
合計 1,274 1,185 1,119 1,187




327,000 トン，アメリカの 317,000 トンである。








表 4  バターの輸出量（千トン）
2013 2014 2015 2016（予想）
アルゼンチン 19 14 9 6
オーストラリア 50 44 35 30
ベラルーシ 50 55 68 75
ＥＵ 122 142 192 240
ニュージーランド 508 556 548 550
アメリカ 93 74 23 22
その他 26 35 33 42
合計 868 920 908 965
出典：Dairy： World Markets and Trade　より作成 
バターの輸出では，第 1 位のニュージーランド
が548,000トンで世界の輸出量の約60％を占め，
2 位の EU は 192,000 トンを輸出している。この
2 ヶ国で約 82％のバターを輸出しており，寡占状
態と言える（表 4 参照）。
表 5  バターの輸入量（千トン）
2013 2014 2015 2016（予想）
ロシア 140 137 88 100
メキシコ 50 37 43 55
オーストラリア 21 23 23 22
台湾 19 22 25 22
カナダ 7 10 17 20
ＥＵ 44 52 27 20
日本 4 11 16 17
アメリカ 12 22 39 54
その他 22 15 4 4
合計 319 329 282 314





本でも，輸入量が 2013 年の 4,000 トンから 2015
年には16,000トンと4倍に増えている（表5参照）。
表 6，表 7 は脱脂粉乳の主要輸出入国を表わし
たものである。
表６　脱脂粉乳の輸出量（千トン）
2013 2014 2015 2016（予想）
アルゼンチン 25 22 24 20
オーストラリア 119 164 201 190
ベラルーシ 96 92 111 105
ＥＵ 407 646 686 650
ニュージーランド 392 383 411 415
アメリカ 555 544 560 544
その他 165 115 66 64
合計 1,759 1,966 2,059 1,988
出典：Dairy： World Markets and Trade　より作成 
表７　脱脂粉乳の輸入量（千トン）
2013 2014 2015 2016（予想）
メキシコ 198 203 259 265
中国 235 253 200 210
インドネシア 225 215 205 205
アルジェリア 120 168 140 135
フィリピン 113 95 100 110
ロシア 131 103 110 110
その他 126 141 166 138
合計 1,148 1,178 1,180 1,173







2013 2014 2015 2016（予想）
アルゼンチン 182 144 138 130
オーストラリア 96 81 65 70
ベラルーシ 46 31 38 38
ＥＵ 374 390 391 400
ニュー ジーランド 1,291 1,423 1,380 1,360
アメリカ 16 18 16 15
その他 44 83 75 78
合計 2,049 2,170 2,103 2,091




2013 2014 2015 2016（予想）
アルジェリア 142 204 220 220
ブラジル 54 30 60 55
中国 619 671 347 375
インドネシア 50 53 51 53
ベネゼエラ 170 134 195 100
その他 143 118 141 140
合計 1,178 1,210 1,014 943
出典：Dairy： World Markets and Trade　より作成 




（表 8 参照）。輸入では，中国（347,000 トン），ア
ルジェリア（220,000 トン），ベネゼエラ（195,000
トン）の順である。中国が 2013 年に 619,000 ト

















は約 27 万平方キロメートルで，日本の約 4 分の

































は 40,866 戸，全農家の 70％を占めている。羊農
家は 7,680 戸，肉牛農家 11,604 戸，羊と肉牛の兼業
農家は 5,358 戸，穀物生産と羊，もしくは肉牛生産

















酪農に関しては，2015 年，乳牛は北島で 3,820, 
000 頭，南島で 2,666,000 飼育頭されており，2
島合計で 6,486,000 頭飼われていた。北島での飼
育頭数が 6 割弱と上回っている。
肉牛の飼育頭数は 2 島合計で 3,547,000 頭（北
島 2,524,000 頭，南島 1,023,000 頭）で，北島で約 7
割が飼育されている。羊は，北島で 14,512, 000 頭，













































































ニュー ジ ラーンド・デイリー ・ボ ドー（New Zealand 
Dairy Board）が 2001 年まで独占的に販売権を持
っていたが，2001年酪農産業再生法（Dairy Industry 
Restructuring Act 2001）により，ニュー ジ ラーンド・
デイリー グル プー（New Zealand Dairy Group）とキ
ウーイ・コオポラティブ・デイリー ズ（Kiwi Co-operative 
Dairies）が合併して酪農協同組合のフォンテラ社
















アメリカの Dairy Farmers of America，フラン
スの Groupe Lactalis，スイスの Nestle が 市場
シェアーで続いている（19）。
10,500 の酪農家を率いるフォンテラ社は，2016
年 7 月期末で 4,526,000 トン（23.7 billion LME）




















応県）を持ち，それぞれ 16,200 頭，14,200 頭の
乳牛を飼育しており，生乳生産量は 2015 年から

































raw milk price），100 キログラム当たりの年平
均価格の推移は，2014 年 52.24 NZ ドル，2015
年 37.46 NZドル，2016 年37.11 NZドル（1月～9
月まで）となっている。2016年は 2014年に比べて









2014 年から 2015 年の国全体の製品輸出額で乳
製品が占める割合も，32％から 26％に下落して
いる。2013-2014 年の kg MS（26）当たりの乳価は
8.40 NZ ドルであったが，2016 年 6 月現在は 4.25 
NZドルであり，平均的な酪農家の損益分岐価格
は 5.25NZ ドルを下まわっている（27）。乳価が
5.25NZ ドルから 3.85 NZ ドルになった場合，平





以後 2012 年中ごろまで下落したが，2014 年第一
四半期まで上昇してピークを迎えた。以後，2015


























品に対する関税割当（TRQ：Tariﬀ  Rate Quota）



























アメリカ農務省（USDA :United States Depart
ment of Agriculture）によると，2014 年，アメ
リカは 36 億 US ドルの乳製品を TPP 地域に輸出






































億 6,396 NZ ドル）の約 36％を占めている。これ
に対し，アメリカは 7 億 8,236 万 NZ ドルで 5％
未満である。中国の乳製品輸入が 2012 年（23 億
236万NZドル），2013年（29億 7,848万NZドル），
そして 2014 年度と増加しているのに比べ，アメリ
カの輸入額は 2012年（9 億 1,457 万NZドル），
































2006 年 5 月に発行した経済連携協定（P4 協定）を発行した。
その後，オーストラリア，アメリカ，ベトナム，ペルーが
この経済連携協定に参加して2010 年 3 月から TPP 協定の
交渉が始まり，さらにマレーシア，日本，カナダ，メキシ
コが参加して 12 ヶ国で交渉が行われ，2015 年 10 月に大筋
の合意に至っている。金田正明 ,「貿易協定と農業者個別所
得補償制度に関する一考察」, 情報と社会 , 江戸川大学紀要
　第 22 号 , 2012 年 , p.288, 外務省の HP。
（２） 「ベトナム，批准案の国会提出見送り」, ロイター. 2016 年
11 月 17 日。
（３） 輸出入量の合計は，それぞれ貿易量が多い国々の合計であ
り，輸出量の合計と輸入量の合計が一致するものではない。
（４） 木村瞬 , 西村博昭, 「最近の中国の牛乳・乳製品需給動向」, 
畜産の情報 , 2015 年 2 月号 , 独立行政法人　農蓄産業振興
機構。
（５） Statistics New Zealand, 「ニュージーランド　基礎データ」, 
外務省の HP。
（６） “New Zealand exports (and selected imports)”, Statistics 
New Zealand, November 17, 2014.
（７） 「平成 22 年度海外農業情報調査分析・国際相互理解促進事
業 海外農業情報調査分析（北米・大洋州）報告書 第３章 
ニュージーランド農業の現状と農業・貿易政策」, 三菱 UFJ
リサーチ＆コンサルティング株式会社 , 2011 年 3 月 , p.107, 
「平成 25 年度海外農業・貿易事情調査分析事業（アジア・
大洋州）, 第 4 章　ニュージーランドの農林水産業の現状及
び農業政策（乳製品を中心に）」, 日本総合研究所総合研究
部門, 2014 年 3 月, p.240。
（８） 「ニュージーランドの果樹農業及び日本食事情と香港の日本
食品・果樹事情調査報告書」, 海外農業情報 No.126, 公益法
人　中央果実協会 , 2015 年 8 月。
（９） Statistics New Zealand.
（10） Farms by size of farm and farm type, 2012 Agricultural 
Census Tables, Statistic New Zealand. 
（11） 「作物の栽培条件」, 帝国書院の HP。
（12） Statistics New Zealand.
（13） 「平成 22 年度海外農業情報調査分析・国際相互理解促進事
業 海外農業情報調査分析 （北米・大洋州）報 告 書」, p.119。
（14） 玉井哲也 , 「第 2 章　カントリーレポート：ニュージーラン
ド」, 農林水産研究所2010 年３月, pp.62-64,「平成 22 年度
海外農業情報調査分析・国際相互理解促進事業 海外農業情
報調査分析 （北米・大洋州）報 告 書」, p.136, p.138。
（15） 岩波道生 , 前田昌宏 ,「ニュージーランド酪農における生産
拡大の可能性」,Alic セミナー , 独立行政法人農畜産業振興
機構 ,2012 年 6 月 28 日 , pp.4-11, p.40。
（16） 「平成 25 年度海外農業・貿易事情調査分析事業（アジア・
大洋州）」, p.281,Ministry for Primary Industries の HP。
（17） 「平成 25 年度海外農業・貿易事情調査分析事業（アジア・
大洋州）」, pp.268-269。
（18） 同上 , p.139, 「平成 25 年度海外農業・貿易事情調査分析事
業（アジア・大洋州）」, pp.279-280。
（19） 同上 , p.283。
（20） 「中国における牛乳へのメラミン混入事案に関する情報に
ついて」 ， 2008 年 9 月 21 日，食品安全委員会の HP。
（21） フォンテラ社では，牧場も含めた酪農施設をハブ（hub）
と呼び，一つのハブは，通常 3 つから 5 つの農場からなっ
ている。
（22） “Performance Review, Annual Results 2016”,“Fonterra Annual 
Review 2016”, Fonterra Co-operative Group Limited の
HP，pp.48-49，木下瞬，西村博昭，「最近の中国の牛乳・乳製
品需給動向」，畜産の情報，2015 年 2 月号，独立行政法人　
農蓄産業振興機構。
（23） New Zealand　Foreign Aﬀ airs & Trade の HP。
（24） “New Zealand/ Fonterra : Farm-gate milk prices”, 
CLAL の HP。
（25）“Dairy prices down,from farm gate to grocery store”, 
Statistics New Zealand, June 2016. 
（26） per kg milksolids.
（27）“Dairy prices down, from farm gate to grocery store”. 
（28）“Milk Price drop will have a big impact on rural 
communities”，August 2015, DairyNZ の HP。
（29） 岩波道生 , 前田昌宏 , pp.18-41。
（30） “Dairy: World Market and Trade”, Foreign Agricultural 
Service, USDA, July 2016.
（31） 根本悠「ニュージーランドの乳製品生産・輸出動向 , 独立
行政法人農畜産業振興機構 ,2014 年 7 月 25 日 , p.20。
（32） “TRANS-PACIFIC PARTNERSHIP Benefits to U.S. 
Agriculture”, FAS, USDA, October 20, 2015.
（33） “New Zealand exports of dairy products”, Statistics 
New Zealand, November 17, 2014.
（34） 木下瞬 , 西村博昭 , 「最近の中国の牛乳・乳製品需給動向」, 
“Fonterra Annual Review 2016”.
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